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民間は途上国の発展にこれほど関わっている

―さらなる日本の人材の活用に向けて－

東眞理子（国際金融公社(IFC)プリンシパル・プロジェクト・オフィサー）

――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

援助の世界は、先進国の政府によるものだけではない。実は支援の80%が民間資金によるものである。世銀グループのなかでも、民間企業に直接投融資を行なっているIFCからみた途上国開発の現状を追うと、日本人の活躍のチャンスが見えてくる。

――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

2000年9月チェコのプラハで行なわれた国際通貨基金(IMF)・世界銀行(以下、世銀)総会では、｢グローバリゼーション｣ に異議をとなえるデモ隊とチェコ警察が衝突し、双方に負傷者が出る状況となった。 実際には、いわゆる｢フーリガン｣とよばれる若者のトラブルメーカーが欧州各地から集まり、｢グローバリゼーション｣とはあまり関係のないレベルで騒ぎを起こしていた部分が大きい。しかし、1999年にシアトルで開かれた世界貿易機関（WTO）閣僚会議から顕著になってきたこの動きは、まさに民間企業の活動が数多くの途上国を含めたグローバルな規模で大きな影響を与えていることを示している。

ODAより多い民間資金

援助の世界では、これまで先進国政府から途上国政府へ資金および技術が流れるという構図が大部分を占め、現在でもこの傾向に変わりはない。しかし1990年代に入り、途上国の市場が自由化され始め、資本、商品の流れが活発になり、ついにメキシコで1994年の通貨危機が起こると、援助の世界も先進国と途上国の間の民間資金、投融資、貿易の動きを無視することができなくなった。

途上国への資金の流れをみると、1990年代の初頭は政府開発援助(ODA)と民間資金の流れがネットベースでそれぞれ560億ドルと430億ドルであり、ODAのほうが大きかった。しかし1992年には民間資金が1000億ドルになり、1997年には3040億ドルとなった。同時期ODAは、先進国での援助疲れ現象もあり、全体的に減少し、1996年には310億ドルまで落ち込んだ。その結果、1997年には途上国への資金の流れのなかで、民間資金が9割近くを占めるまでとなった。

この傾向は、1997年夏にアジアで始まり、翌年ロシア、ブラジルまで及んだ通貨危機まで多少逆向きとなった。それまで途上国の証券・株式投資に向かっていた民間資金が好景気の続く米国に逆流するようになり、途上国への資金の流れのなかでODAが相対的に大きくなったことに加え、ODAとして大型の金融支援パッケージが先進国政府から危機に直面する国々の政府に供給されたからである。とはいえ1999年現在、途上国向けの資金の中に占める民間資金の割合は80%に達している。

1990年代以降　途上国で通貨危機が起こるたびに、海外からの証券・株式投資および銀行貸し付けが移り気となり、通貨危機の兆候があるとすぐに途上園から逃避してしまうことが指摘きれてきた。流動性の高い資金に頼った経済運営をしていた国家の経済はもろくも崩れ、金融機関が資金を調進できなくなり、多くの企業も資金繰りがつかなくなり経営が成り立たなくなったのである。

同時に、途上国を市場としていた先進回の経済にも深刻な影響が出た。そのようななかで、経済危機にも関わらず増え続けた海外からの直接投資が、途上国の産業育成の上で重要であることが再認論されるようになった。また、途上国国内の資本市場を整備する必要があることが強調されるようになってきた。

利益を追求する顔

1944年の設立時から1980年代前半まで、世銀はおもに発電所、土木水道、道路、港湾といった国営のインフラプロジェクトに融資をしてきた。民間部門に関しては、国営銀行や開発銀行への借款を行うことにより、間接的に民開部門に資金が届くような活動をしていた。

日本向けでは、1950年代から東名高速道路や電力の公的部門に融資をしたのみならず、日本開発銀行(JDB)を通じて自動車会社、鉄鋼会社に融資をし、これらが日本の戦後の経済復興に寄与したことが知られている。1990年代以降、世銀は構造調整借款等で国の財政、金融政策を資金面で支援するような方向に変わってきたが、民間向けには国営企業の民営化や民開部門の開発政策についてアドバイスをするとともに、引き続き国営の銀行を通じて現地企業への支援を間接的に行っている。

そのなかで世銀グループの一組織である国際金融公社(IFC)は、先進国との合弁企業を含む途上国の民間企業へ直接投融資を行なっている。1956年に設立され、現在では2000名のスタッフを抱え、総資産は380億ドル、昨年度は259案件に59億ドルの投融資を承認している。民間企業の動きに合わせて業務を行っているので、おのずと対象とする地域、セクターも世の中の動きを反映することになる。

この10年間だけをとってみても、セメントや繊維業のような一般製造業への投融資件数が多かった時期から、民間インフラが30％程度を占めていた90年代中頃、そしてこの2年ほどは投融資額の40％近くが金融機関向けとなっている。

近年金融機関への投融資が多くなったのは、銀行のみならず、リース会社、証券会社、ペンションファンド、信用格付け機関など、より多くの種類の非銀行金融機関が国内資本市場の発展に果たす役割への認識が途上国でも広まったことによる。金融システムとその担い手となるさまざまな機関を育てることによって、個人の「タンス預金」を含めた途上国内の資金が、地場産業を育てる元手となる仕組みを作り上げようとするものである。

IFCは民間投資機関として利益を追求する顔と、開発機関として民間投融資がなかなか行かないような途上国やセクターに積極的に関わる顔を合わせ持っている。民間の投融資機関としては、市中銀行とシンジケーションを組んで融資をすることも多く、市場金利で融資をしている。開発機関としては、例えばベトナム初のリース会社に1997年に融資をして、担保がないために民間銀行からなかなかお金を借りることのできない地元の中小企業が機器類をリースできるような仕組みを作り上げた。この会社には日本の銀行も株主として加わり、韓国のリース会社がスポンサーとなり経営陣を送っている。

公的な開発機関としての顔

　　2000年は、カンボジアのマイクロファイナンス専門銀行に融資をした。この銀行は、これまで国連、米国開発庁（USAID）やドイツ政府から支援を受けて非政府組織（NGO）が運営していたもので、個人の預貯金を預かるだけでなく、小さな個人商店に商品の仕入れのために必要な数十ドル単位の資金を貸し付けている。いつまでも海外の援助資金に頼るのではなく、銀行として独立すれば、規模を大きくし、顧客を増やし、政府にも税金を納めるような組織になるはずである。

　　開発機関としてIFCが貢献しているもう1つの分野として、環境ガイドラインの実際のプロジェクトに即して実施することが挙げられる。IFCが投融資をする対象の企業はかなり厳しい環境基準をクリアしなければならない。多くの場合、当該途上国の環境基準より厳しいことになることもある。さらに、住民移転が絡む案件の場合は、関係する企業が住民とどのような対話をし、どのような代替策がとられることになっているかを厳しく審査する。この間にNGOとの協議が入ることも多々ある。個々のプロジェクトが健全に育つためのこれらのノウハウは、長い目で途上国に役立つものである。

さらに最近力を入れているのがコーポレート・ガバナンスである。途上国の企業が国際的基準に照らしても遜色ない経営を行なって将来成長するためには、いくつかの指標をクリアしなければならない。具体的には、株主および経営陣が権利と義務を理解し実施していること、国際的に認められる会計基準が導人されていることなど、先進国では当たり前と思われている仕組みを紹介しようとするものである。

先に述べたように、民間資金に対するODAの資金量が実に少なく、そのなかでIFCが使える自らの資金は微々たるものである。

したがって、IFCの存在意義は自らの資金量で判断されるものではなく、他の資金源からもってこられる資金とノウハウを媒介するということにある。シンジケーションというIFCの傘の下に入ることによって、民間銀行が単独では融資を渋るような案件でも多数成立することになり、IFCの自己資金の数倍の資金が、民間銀行から途上国に流れることになる。これも、IFCの役割のひとつである。

ノウハウの媒介はさらに重要である。前述の例をとると、ベトナム初のリース会社が生まれる前、IFCは1992年にベトナム政府にリース法のアドバイスをしている。その後法律が制定され、施行され、初のリース会社ができるまで5年を要しているが、リース業の発展という形で、IFCの仕事は確実に実を結んでいる。

カンボジアのマイクロファイナンス銀行の例では、長い間、メコン地域において銀行のマネージメントに携わっていた英国人を雇い、銀行業のノウハウを長期に亘って指導している。いずれも息の長い支援であり、まさに国際機関でしか成しえないような案件であるが、両国にとって初めてのこうしたケースは同国内、あるいは他国でもこれから同種の会社を設立する際の見本になるものである。

もちろんIFCの案件は現地での民間セクター支援の政策が整ってこそ、一番効果を発揮するものである。会社法などの法律が制定され執行されること、信用保証機構や優遇税策を含めた企業支援策がとられていることなど、民間企業の発展に関連する環境が整って初めて、IFCが支援する案件が成長できると言える。

世銀をはじめ、ODAでこれらの環境整備のアドバイスが多々行われているが、これらが不完全な環境のなかで成功物語を作っていくのも、IFCの仕事である。このような環境がすべて整い、民間企業が自らの足で立てるようになれば、その国においてIFCの役割は終わったと言える。

株主・ドナーとしての日本との協力

　　

　　IFCと日本との関係では、まず日本政府が5.9％の株主であることが挙げられる。全株主数は174カ国で、日本は米国の23.7％についで2番目に大きい株主であり、その次に独逸の5.4％、フランス・英国が各5.1％と続いている。株主は理事会に出て、IFCの経営、個々のプロジェクトの承認をする。

　　さらに、日本政府は大きな株主であることに加え、信託基金のドナーとしても多大きく、22カ国のドナー国のなかで累計額では最大の拠出国である。信託基金は途上国の民間活動に関連するアドバイスをするコンサルタントを雇うために使われ、フィージビリティ・スタディ、セクター・スタディ、民営化のアドバイス、トレーニングプログラム、環境アセスメントなど、おもにIFCが特定の案件への投融資する前の環境作りに使われている。

　　ドナー国は、それぞれいろいろな思惑で資金を拠出している。例えば米国の貿易開発庁からの信託基金は、米国からの機器類の輸出に将来結びつきそうな案件に関連してコンサルタントの費用を負担する。すなわち、発電所のフィージビリティ・スタディや航空会社の民営化など、将来投融資案件が成立する段階で、米国のメーカーが機器類の入札で落札できそうな案件を、政府が支援するのである。したがって、金融セクターにおいて相手方の政府にアドバイスをするなど、機器類の輸出に結びつかないような技術協力案件は、いくら米国人のコンサルタントを雇うと言っても支援をしない。

　　ヨーロッパの多くのドナー国は、近隣の中東欧支援のためにIFCの信託基金に多額の拠出をしている。自国の企業がこの地域でビジネスをしやすいような環境を整えるという思惑も大きい。信託基金を使って特定の案件のフィージビリティ・スタディを行う時には、コンサルタントが出身国での経緯に基づいて機器類の仕様を推薦することもある。また、特定の産業の振興策についてもドナー国の経験が反映されることもあり、間接的にドナー国のシステムが途上国の産業構造の形成に影響を与えることになる。

　　その点、日本政府は、信託基金の使用にあたって、純粋に開発に資するという観点から個々の案件の審査をしている。前述のベトナム政府へのリース法についてのアドバイス、カンボジアのマイクロファイナンス銀行への経営指導の両件とも、コンサルタントの資金を提供したのは日本の信託基金である。また、日本の信託基金は唯一の「ひもナシ」の基金で、どの国籍のコンサルタントを雇ってもよいことになっているので、IFC内で市場に需要が高い。

　　私の仕事のひとつは、ドナー国に民間部門の開発についてよりよく知ってもらい、さらに多くの資金と人材を拠出してもらうことにある。

　　2000年1月には、日本とスイスの代表がカンボジアでのドナー国会合に出席する機会をとらえて、ベトナムでも信託基金で支援をしたプロジェクトをいくつか見てもらった。リース会社では、経営陣からベトナムの中小企業が置かれた立場や、今後の見通しを聞くことができた。

　　さらにミシンを数十台借りて創業することのできた繊維工場を見学した。百聞は一見にしかずである。この見学の後、日本政府は、他の国のリース業関係のフィージビリティ・スタディや政府へのアドバイスなどを積極的に支援してくれるようになった。

優秀な日本の開発コンサルタント

　　

　　日本の開発関係のコンサルタントは、従来国際協力事業団（JICA）や国際協力銀行（JBIC）といった機関から日本のODAの仕事を請け負い、エンジニアリングを中心とした技術的な分野に秀でている。特定の会社内でチームを作って、長期間にわたる大型の技術協力案件に携わってきた例が多い。

　　さらに日本のODAは、コンサルタント料の単価が非常に高い。それに反してIFCで信託基金を使って進める技術協力案件は、民間部門の仕事の性格上、2～3ヶ月の比較的短期の仕事が多く、個人コンサルタントでもできるような案件が多い。また、単価は円高も手伝って、円建てにすると日本のODAより相当低い。

　　したがって、これまで日本のコンサルタントはあまり世銀グループの仕事をしておらず、ましてやIFCが最近取り組んでいるような金融セクターなどの民間部門開発のコンサルタントは、ほとんどいないと言える。

　　その結果、日本の信託基金を使って今まで日本のコンサルタントを雇った例は数えるほどしかない。しかし最近、日本の雇用体系も変化し、大企業からスピンオフした個人など、国際機関の仕事に興味を示してくれるコンサルタントの数が少しずつ増えてきた。例えば、最近ではカンボジアのリース業のマーケット調査を日本人のコンサルタントに行ってもらうことになった。

　　今後IFCが戦略分野と考えているものに、中小企業支援がある。なかでも部品のサプライヤーとして主要産業とリンケージができるような企業の育成、生産現場での環境技術の改善や、工場の管理、品質管理技術の指導などの分野で、日本の人材に活躍してもらえるのではないかと思う。

　　日本政府からの支援と並んでIFCと日本の関係では、日本の民間銀行がシンジケーションに参加するケースと、日本の企業が途上国で作る合弁企業にIFCが投融資するケースが挙げられる。ベトナムの鉄鋼工場、エジプトやパキスタンでのリース業などで、IFCは日本企業の支援をしているが、これらの企業は現地で雇用を生み出し、外貨獲得に貢献し、技術や経営のノウハウを移転するなどの大きな役割を果たしている。ただ、現在、日本経営全体にかつてのような元気と余裕がなく、リスクの大きい途上国で新規の案件を推進する状況にないのが残念である。

援助の対象から卒業するまで

　　

　　途上国の民間企業の育成は、住む家があるか、収入が定期的に入ってくる仕事があるか、といった普通の人が日々心配しなければならない身近なことと直結している。

　　冒頭で触れたプラハでの世銀総会出席のために私が泊まった真新しいホテルでは、レセプションの若い男性が「僕は共産主義者だけれど、あのデモ隊には反対だね。ここに来てデモをやらずに自分の国でやればよいのに。チェコはこの10年で、すいぶん経済がよくなったよ。ファストフードのお店をお探しなら、近くにマクドナルドがあるからね」と地図でその場所を教えてくれた。

　　「グローバリゼーション」は政治の教義を越えて、人々の生活に浸透している。チェコのように援助の対象から卒業する国が増えるようになることこそ、開発援助の仕事のゴールであると言える。
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